





The Problems of Educational Policies for Foreign Students in Japan: 























































しない (4)ため， 外国人児童生徒の受入れに伴う諸問題への対応策の検討は， 各自
治体や学校でなされているのが現状である。外国人児童生徒の受入れに伴って生
じる問題については， これまでにも多くの事例研究がその分析結果として指摘し




























上記の調査結果をまとめたものが〈表1〉である(9)。 表1 では， 質問紙調査の
中で多く回答された施策を項目として抽出し， 実施自治体について丸印を付して
いる。 その際， 便宜的に， 教育委員会所轄として回答が得られた施策については
教育施策とし， 都道府県庁所轄として回答が得られた施策については一般行政施
として区分した。 また， 施策を分析する際の参考デ ー タとするため， 日
導が必要な外国人児童生徒数とその受入れ校数， 外国人登録者数等について併記
した。 その上で， 各都道府県を， 日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ校
自治体の全学校数に占める割合（表中※2下段の数値）の高い順に並べ






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































自治体である。 いずれの自治体も， 韓国・朝鮮籍， 中国籍， フィリピン
国籍の住民が外国人登録者数の上位3カ国を占めており， ほとんどの県では，
二者の合計で外国人登録者数の半数を超える。 日本語指導が必要な外国人児童生
うちの 5 %未満の在籍となっており， 人数も10 0人を超える自治体
はない。 日本語指導が必要な外国人児童生徒の母語は， ポルトガル語やスペイン
く， 中国語やその他の言語が多くなっている。






①文部科学省の指定事業， ②指導者の確保に関するもの， ③指針 ・ 方針の策定に
関するもの， ④指導資料作成に関するもの， ⑤指導者の講習会等に関するもの，
⑥その他， である（表1の①から⑥に対応）。 このうち， 施策①は文部科学省が立
案の主体であるが，施策②， ⑤は立案主体が文部科学省である場合と自治体であ
る場合とがある。 例えば， 施策②は， 国の教員配置基準に基づく加配教員の場合
と， 自治体独自予算措置による指導者派遣の場合がある。各自治体が施策立案の
主体として前面に出てくるのは， 施策③， ⑥である 。施策③は兵庫県のもの
を除いて， すべてが在日韓国・朝鮮人教育に関するものである。
これらの実施状況について類型間の特徴を見ると， 施策の実施件数では類型








類似性を見ることができる。 また， 類型Iの自治体では， 施策の実施過程におい
て， 在日韓国・朝鮮人教育と日本語指導等のそれぞれの実践の成果や経験を相互




の点を指摘することができる。 類型Iでは， 在日韓国 ・朝鮮人教育と日本語指導
等の両方に関して， 施策①から⑥が行われている。類型Ilでは， 特にポルトガル
語を母語とする外国人児童生徒の日本語指導等に関して， 施策①から⑥を行う傾
向にある。 類型 mでは， 施策①の他， 在日韓国・朝鮮人教育と日本語指導等の両
方に関して施策②， ③, ④， ⑥を行う自治体と， 日本語指導等に関して施策②，





類型I (4都府県） 類型II (9 県） 類型旧(13県） 類型N (15県）
類 型名 大都市圏型 ポルトガル語母語 混住地域型 ポルトガル語母語
者多住地域型 者非多住地域型
日本語指導児童 15%以上 15%以上 5 %以上15%未満 5 %未満生徒受入校割合
日本語指導児童 中国語 ポルトガル語 中国語， 中国語，生徒の母語 ポルトガル語 その他の言語
プラジル国籍 韓国・朝鮮籍， 韓国・朝鮮籍，
中国籍 中国籍
100 92 47 
施策 67 77 13 
施策③（指 針） 11 31 ゜
施策④（資 料） 56 38 ゜
施策⑤（講習会） 44 15 





型II . 皿·Nでは， 日本語講座の開設， 日本語指導ボランティア養成・
の開催， 日本語指導ボランティアの登録といった事業が， 一般行政施策の中で行








まず， 前者については， 調査結果と統計デー タの分析によって， 自治体を4つ
の類型に分ける大きな要素となったのが， ポルトガル語母語者ないし特別永住者
の数の大小であることが示された。 とりわけ， ポルトガル語母語者数は， 類型II
と類型Wとの間に顕著な差をもたらしているように， 自治体が外国人教育施策を
実施するか否かを判断する際の1つの基準になっていることが予想される結果と







と， 外国人教育施策の充実をめぐっては， すでに在日 • 朝鮮人教
育運動が戦後50年以上にわたって諸要求を上げてきているが， その運動の中で目

















討していくためには， 在日韓国 ・ 朝鮮人教育と日本語指導等を分けるのではなく，
それぞれの成果の共有が図れるような外国人教育支援施策を講じていく必要があ
る (14) 0 
次に， 後者についてその問題点を指摘すると， 冒頭で述べたような外国人行政
施策の立案過程に見られるのとは異なり， 教育問題の解決に当たっては， 外国人
の意見や教育ニ ー ズを把握したり， また， 行政と学校， ボランティアが連絡調整
や連携を行ったりするための手続きや体制等の確立が十分ではない現状が窺える，
という点を挙げることができる。




る。 また， 外国人子女等指導協力者という形で， 通訳者の派遣事業を実施してい
る自治体もある。 これらの施策の実施状況を見ると， 日本語の話せない外国人児
童生徒を受入れている学校現場では， 翻訳· 通訳関係の人材の確保が急務になっ







































（文部科学省初等中等教育局国際教育課提供資料及び同課HP記載内容より）。 1 . 帰
国・外国人児童生徒と共に進める教育の国際化 推進地域の指定， 2 . 外国人子女教育受
入推進地域の指定， 3 . 外国人児童生徒等教育相談員派遣事業の実施， 4 . 外国人児童
生徒日本語指導講習会の開催， 5. 帰国・外国人児童生徒教育担当指導主事研究協議会
の開催，6 . 帰国・外国人児童生徒教育研究協議会の開催， 7 .  学校教育におけるJ s




なお，先の 平成 3 年 1月の初中局長通知によって，外国人の国籍に（事実上）関わら
ず，就学予定者の 年齢に相当するすべての外国人に対しては就学案内を出すように，と
の通達が市町村教育委員会に出されて以降，同施策については完全実施されている。




を見ると，「1人」在籍 校が 47.1% ( 2,495校）を占めており，「 5人未満」在籍 校で全
体の79.2% ( 4,195校）になる。
( 7 )  臼井智美「在日外国人教育における教員の組織化の課題一学校経営過程における教員
の意思決定前提創出の観点から一」大塚学校経営研究会「学校経営研究』第2 5巻， 2 000
年，84-98頁。
( 8) 質問紙調査は， 平成13年12月から平成14年 3月の間に，全都道府県庁及び同教育委






















(12) 例えば， 大阪府在日外国人問題有識者会議の中では， 在日韓国・朝鮮人教育と日本語
指導を必要とする外国人児童生徒の教育のそれぞれが抱える課題や教育目標について，
共通理解を図り改善策を検討しようとする議論が行われている（同会議第15回「在日






ことが述べられ， その具体的実践として次の諸点を行う必要性を指摘している。 1. 外
国人児童生徒が日本の学校に在籍している歴史的経緯を正しく認識させる。 2 . 外国人
児童生徒への本名使用指導を行い， アイデンテイティの確立を支援する。 3. すべての
児童生徒に互いの国の生活や文化等について正しく理解させ， 多様な文化を持った人々
と共生していくための資質や技能を身につけさせる。 4. 外固人児童生徒の学力向上と




は， 注目に値する。というのも， この指針は， それ以前に策定された他の全ての自治体
の外国人教育指針・方針と異なり， 副題に「主として韓国・朝鮮人について」という断
り書きがないからである。 同指針には，「多文化共生の視点に立って， 外国人児童生徒
の自己実現を図ることを支援するとともに， すべての児童生徒が互いを尊重し合い， 多
様な文化的背景をもつ外国人児童生徒と豊かに共生する真の国際化に向 け，「人権教育
基本方針』に基づき， 外国人児童生徒の人権にかかわる課題の解決に取り組むため， 指
針を策定する」と書かれている。
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